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消費者情報　2022/5（No.500）

〜消費者の声に耳を傾け、モノ言う機能を最大限に〜

第57回が ん ば れ！  消 費 者 委 員 会

度
、
定
着
度
等
に
も
着
目
）・
分
析
し
た
う
え

で
、改
善
に
つ
な
げ
る
こ
と
。

6 

施
行
後
の
取
組
の
具
体
化

　

施
行
後
の
取
組
を
早
急
に
具
体
化
す
る
こ

と
。
若
年
層
の
消
費
者
被
害
デ
ー
タ
を
収
集

し
、
検
証
・
評
価
可
能
な
Ｋ
Ｐ
Ｉ
（
重
要
業
績

評
価
指
標
）を
設
定
す
る
こ
と
。

　

今
回
の
意
見
表
明
に
加
え
、消
費
者
委
員
会

は
令
和
４
年
３
月
18
日
に
成
年
年
齢
引
下
げ

を
テ
ー
マ
に
「
消
費
者
問
題
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
」

を
オ
ン
ラ
イ
ン
で
開
催
し
、改
正
法
施
行
直
前

の
注
意
喚
起
を
行
う
と
と
も
に
、関
係
省
庁
の

取
組
や
課
題
等
に
つ
き
議
論
し
た
。
シ
ン
ポ
ジ

ウ
ム
の
資
料
と
動
画
配
信
は
内
閣
府
消
費
者

委
員
会
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
の
「
28. 

消
費
者
問
題
シ

ン
ポ
ジ
ウ
ム
（
オ
ン
ラ
イ
ン
）」（
※
２
）
を
参
照

さ
れ
た
い
。

　

成
年
年
齢
引
下
げ
に
関
す
る
諸
課
題
へ
の

対
応
は
３
月
31
日
で
終
わ
る
の
で
は
な
く
、
む

し
ろ
４
月
１
日
以
降
も
更
な
る
取
組
を
行
う

こ
と
が
重
要
で
あ
る
。
消
費
者
委
員
会
と
し

て
は
、今
後
も
関
係
省
庁
の
取
組
状
況
を
注
視

し
、必
要
に
応
じ
意
見
表
明
を
行
う
こ
と
と
し

て
い
る
。

行
ま
で
に
1
0
0
％
実
施
を
達
成
す
べ
く
取
組

を
強
化
す
る
こ
と
。

2 	

周
知
・
広
報
活
動
の
更
な
る
強
化
及
び
政

府
広
報
等
を
活
用
し
た
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
活
動

の
実
施

　

従
来
の
「
プ
ル
型
周
知
」に
加
え
、「
プ
ッ
シ
ュ

型
周
知
」
を
一
層
強
化
し
、全
国
民
へ
の
周
知
・

広
報
を
徹
底
す
る
こ
と
。
加
え
て
、
Ｓ
Ｎ
Ｓ
等

の
デ
ジ
タ
ル
ツ
ー
ル
の
活
用
も
有
用
で
あ
る
と

考
え
ら
れ
る
こ
と
。

3 	

制
度
整
備
及
び
執
行
の
強
化
等

　

消
費
者
契
約
法
の
着
実
な
見
直
し
を
実
施

す
る
と
と
も
に
、特
定
商
取
引
法
等
違
反
事
業

者
へ
の
厳
正
な
処
分
を
行
う
こ
と
。
各
業
界
に

対
す
る
自
主
行
動
基
準
の
制
定
・
遵
守
等
を

促
す
こ
と
。

4 	

消
費
生
活
相
談
体
制
の
デ
ジ
タ
ル
化

　

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
上
の
Ｆ
Ａ
Ｑ
等
の
充
実
を
図

る
と
と
も
に
、
メ
ー
ル
・
Ｓ
Ｎ
Ｓ
等
に
よ
る
相

談
受
付
や
Ａ
Ｉ
に
よ
る
解
決
支
援
導
入
な
ど
、

消
費
生
活
相
談
体
制
の
デ
ジ
タ
ル
化
を
加
速

さ
せ
る
こ
と
。

5 

各
取
組
の
成
果
の
検
証
及
び
評
価

　

こ
れ
ま
で
の
取
組
成
果
の
検
証
・
評
価
を

継
続
実
施
。「
社
会
へ
の
扉
」等
を
活
用
し
た
授

業
に
つ
き
、
全
国
規
模
で
成
果
を
把
握
（
理
解

　

消
費
者
委
員
会
は
、成
年
年
齢
を
20
歳
か
ら

18
歳
へ
引
き
下
げ
る
「
民
法
の
一
部
を
改
正
す

る
法
律
」（
平
成
30
年
法
律
第
59
号
。
以
下
「
改

正
法
」と
い
う
。）が
令
和
４
年
４
月
１
日
に
施

行
さ
れ
る
こ
と
を
踏
ま
え
、令
和
３
年
12
月
17

日
開
催
の
第
3
6
1
回
消
費
者
委
員
会
本
会

議
に
お
い
て
標
記
意
見
を
取
り
ま
と
め
、消
費

者
庁
、
文
部
科
学
省
、
法
務
省
及
び
金
融
庁
を

は
じ
め
と
す
る
関
係
省
庁
に
発
出
し
た
。

　

改
正
法
が
施
行
さ
れ
、
新
た
に
成
年
と
な
っ

た
18
歳
及
び
19
歳
の
若
年
者
は
、従
来
行
使
可

能
で
あ
っ
た
未
成
年
者
取
消
権
（
民
法
第
５
条

第
２
項
）
を
喪
失
し
た
。
こ
の
た
め
、
20
歳
代

初
め
で
み
ら
れ
る
消
費
者
被
害
が
、
今
後
、
18

歳
及
び
19
歳
の
年
齢
層
に
も
拡
大
す
る
こ
と

が
強
く
懸
念
さ
れ
て
い
る
。

　

以
下
で
は
、
改
正
法
施
行
に
向
け
、
同
意
見

で
関
係
省
庁
に
対
し
取
組
を
求
め
た
「
今
後
の

対
応
策
」
６
項
目
の
概
略
を
紹
介
す
る
。
意
見

全
文
は
内
閣
府
消
費
者
委
員
会
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト

（
※
１
）を
参
照
さ
れ
た
い
。

1 	

若
年
者
向
け
消
費
者
教
育
教
材
「
社
会
へ
の

扉
」等
を
活
用
し
た
授
業
の
更
な
る
推
進

　

外
部
講
師
や
オ
ン
ラ
イ
ン
活
用
等
に
よ
り
、

高
等
学
校
等
で
の
授
業
実
施
率
を
改
正
法
施

成
年
年
齢
引
下
げ
に
伴
う

若
年
者
の
消
費
者
被
害
防
止
に
向
け
た
対
応
策
に
関
す
る
意
見

内
閣
府 

消
費
者
委
員
会 

事
務
局

※1 意見全文 https://www.cao.go.jp/consumer/iinkaikouhyou/2021/1217_iken1.html
※2 シンポジウム https://www.cao.go.jp/consumer/iinkai/other/meeting1/chihou.html
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